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新興国株式の対先進国株式相対株価パフォーマンス（左軸）

新興国と先進国の経済成長率の差（右軸）

1996年12月末＝1として指数化

新興国浮上のサイン「経済成長率の差」

新興国株式、「経済成長率の差」が上昇のサイン

過去のデータをみると、新興国と先進国の経済成長率の差が拡大した際には、新興国株式が先進国を上回って
推移しました。IMFによると、経済成長率の差は今後、拡大傾向となる予想です。
今後も新興国株式が相対的に優位な状況が続くことが期待できるかもしれません。

過去1年間（2016年6月末～2017年6月末）、新興国株式は19.2％
※
上昇し、堅調に推移しています。

今後どのように推移するのか、「経済成長率の差」に注目してみましょう。新興国は、先進国よりも経済成長率が
高いという傾向にあります。200８年のリーマン・ショック以降、新興国と先進国の経済成長率の差は縮小傾向に
ありましたが、IMFの予想では2015年以降、再び格差が拡大することが見込まれています。

過去、「経済成長率の差」が拡がると新興国優位

2017年7月26日

■新興国と先進国の経済成長率の差 年次、期間：1997年～2022年予想

差が拡大差が縮小

※新興国と先進国の経済成長率の差は、各実質ＧＤＰ成長率の差、予想はすべて国際通貨基金（IMF)、年次ベース
出所：IMF,ブルームバーグのデータを使用しピクテ投信投資顧問作成

経済成長率はIMF
による予想

■新興国と先進国の経済成長率の差と新興国株式の対先進国株式相対株価パフォーマンス 期間：1996年～2022年予想

※新興国株式：MSCI新興国株価指数、先進国株式：MSCI世界株価指数､すべて株価指数、米ドルべース ※新興国株式の対先進国株式相対株価パフォーマンス：
新興国株式÷先進国株式、1996年12月末を1として指数化、月次ベース ※新興国と先進国の経済成長率の差は、各実質ＧＤＰ成長率の差、予想はすべて国際通貨
基金（IMF)、年次ベース ※期間：相対株価パフォーマンスは1996年12月末～2017年5月末、経済成長率の差は1997年～2016年実績（一部推定も含む）、2017～
2022年予想 ※MSCI指数は、MSCIが開発した指数です。同指数に対する著作権、知的所有権その他一切の権利はMSCIに帰属します。またMSCIは、同指数の内容
を変更する権利および公表を停止する権利を有しています。 出所：IMF,ブルームバーグのデータを使用しピクテ投信投資顧問作成

経済成長率はIMF
による予想

上記は過去の実績であり、将来の運用成果等を示唆あるいは保証するものではありません。将来の市場環境の変動により、記載の内容が予告無く変更されることがあります。

※現地通貨ベース


